
低炭素型スマートものづくり立国の階層構造

低炭素技術・インフラ・ビジネス
開発のための

人と場の創出
低炭素消費の活性化

低炭素経営・
金融の浸透

低炭素技術の

戦略的国際展開

2050年世界半減を目指した低炭素社会の構築と
わが国の社会・経済・文化の持続的な成長の両立

ビジョン

ゴール

キーコンセプト

4つのキーコンセプトを通じて「低炭素型スマートものづくり立国」を実現し、持続可能な日本版発展モ
デルを創出することで2050年世界半減を目指した低炭素社会の構築と我が国の社会・経済・文化の
持続的な成長を両立させる

・人材育成や低炭素型社会基盤＇インフラ、制度・ルール、ファイナンス（の整備
・継続的な技術・ビジネスイノベーションの創出
・消費者の価値観・ライフスタイル等の需要側の変革
・世界の低炭素化への貢献とわが国のプレゼンスの向上

低炭素R＆D推進を目指した
技術開発の人の育成

低炭素R＆D推進を目指した
技術開発の場の創出

日本版低炭素ライフスタイ
ル・価値観の醸成・展開

低炭素製品の競争力向上

投融資における気候変動配
慮促進

法人税制や政策金融による
サポート

低炭素製品・ビジネスの開
発・普及支援

温室効果ガス削減の知恵の
共有
炭素制約の価値化

国際基準・ルール作りへの
戦略的関与

日本発の技術の国際普及
支援

持続可能な日本版発展モデルの創出

低炭素型スマートものづくり立国

実現に向けた４つのキーコンセプト

ものづくりＷＧ
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対策・施策

エネ効率の改善

炭素強度の低減

更新時に最高効率の機器を導入 エネルギー消費
３～４割減

投融資における気候変動配慮促進
法人税制や政策金融によるサポート
国際基準・ルール作りへの戦略的関与
日本版低炭素ライフスタイル・価値観の醸成・展開
低炭素技術開発の人の育成・場の創出

人と場の創出

低炭素消費の活性化

低炭素経営・金融の浸透

低炭素技術の戦略的国際貢献

低炭素型
スマート

ものづくり立国

2020 2050現状

低炭素型スマート
ものづくり立国

のための
キーコンセプト

現
状
・対
策
・目
標

主な施策

燃料の天然ガス転換の促進

14

2050年 低炭素型スマートものづくり立国を実現するための対策・施策

ものづくりＷＧ



エネルギー消費量現状比3割～4割

行

程

表

導
入
目
標

◆低炭素型スマート
ものづくり立国の実現

※ 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。
15対策を推進する施策 準備として実施すべき施策

2010 2020 20501990 2012 2015 20302005

低炭素技術・インフラ・ビジネス開発のための人と場の創出

個別プロセス低炭素化に向けた継続的努力

ものづくり低炭素化に向けた基盤整備

多様な主体の協力・連携体制の確立

知の結集による
低炭素R&Dの促進

◆低炭素R＆D推進を目指
した技術開発の場の創出

◆低炭素R＆D推進を目指
した技術開発の人の育成

低炭素型ものづくりを支える研究者・技術者の育成と技術の継承

学校教育改革・職場教育改革による技術者の育成

低炭素型ものづくり技術に対する報奨制度

低炭素研究者・技術者養成機関の設立

低炭素研究者・技術者・留学生の積極的な受け入れ（カーボン・パスポート等）

低炭素消費の活性化

◆低炭素製品による
競争力向上

地球温暖化対策税

政府によるグリーン購入・グリーン調達の徹底
制度設計・
技術選定

製品の環境負荷に関する二国間・多国間相互認証制度の導入

◆日本版低炭素ライフスタ
イル・価値観の醸成・展開

製品CO2排出量など日々の暮らしにおけるCO2排出量の見える化促進、
環境コンシェルジュの普及

教育改革・社会の意識改革による低炭素社会の浸透
（チャレンジ25等）

日本版低炭素ライフスタイル・価値観の醸成

知恵の蓄積・GHG診断士派遣等サービスの充実

カーボン・オフセット・低炭素製品購入のクレジット化（国内の資金がまわる仕組み）

初期需要の創出・市場プル型の普及施策

国内外の企業・研究者との共同開発促進

低炭素特区・未来都市の選定

定期的な国際学会・展示会開催

海外有望企業誘致のための環境整備

国内外への積極的展開・アピール

基礎研究開発への長期的・継続的支援（主に素材・デバイス等）

実証実験・検証実験への投資

レアメタル等の機能を代替する材料の開発支援

「低炭素Cool Japan」イメージ戦略の展開（製品＋使い方＋ライフスタイル

日本企業の国内への投資促進

低炭素ビジネスの国内及び国際展開

施策ロードマップ（１／２）
ものづくりＷＧ



2050

行

程

表

※ 2011年度から実施される地球温暖化対策税による税収等を活用し、上記の対策・施策を強化。

対策を推進する施策 準備として実施すべき施策

2010 20201990 2012 2015 20302005

◆低炭素製品・ビジネス
の開発・普及支援

優秀製品・企業に対する経済的優遇制度の設立・運用優秀製品・企業表彰制度

トップランナー制度の継続

低炭素型ベンチャー支援制度・ビジネスマッチング

◆投融資における気候変動
配慮促進 温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度の拡充（サプライチェーン排出量や活動量の報告等）

非財務報告と財務報告の統合化（企業の環境経営が測れる開示システム）炭素負債の
適正な会計処理

◆法人税制や政策金融に
よるサポート

環境報告書の比較可能性向上・信頼性向上

公的年金等に対する低炭素型
運用指針の情報開示

運用評価制度構築 長期的視点にもとづく運用

エネルギー消費量現状比3割～4割導
入
目
標

◆低炭素型スマート
ものづくり立国の実現

低炭素ビジネスの国内及び国際展開

個別プロセス低炭素化に向けた継続的努力

ものづくり低炭素化に向けた基盤整備

多様な主体の協力・連携体制の確立

低炭素経営・金融の浸透

低炭素技術の戦略的国際展開

◆国際基準・ルール作り
への戦略的関与

◆日本発の技術の国際
普及支援

国際交渉機関の創設・常任専門員の育成

ODAのグリーン化と我が国の
低炭素技術の普及展開支援

有望技術の選定

脱フロンの徹底（冷媒フロン類の回収促進、使用時排出対策・ノンフロン製品の普及加速化等）

日本の排出抑制に関する技術・知見の活用、ノンフロン製品等の普及による国際貢献

診断士制度の設計
環境経営診断士（アドバイザー）の育成 環境経営診断士（アドバイザー）の派遣制度の維持管理

排出抑制等指針・低炭素製品購入のクレジット化等による削減支援◆温室効果ガス削減の知
恵の共有

公平な国際基準・ルール導入に
向けた継続的外交努力

政府によるグリーン購入・グリーン調達の徹底（再掲）制度設計・技術選定

最低基準・推奨基準の組み合わせやサンセット制度の運用による基準の前倒し達成推進

Ｒ＆Ｄ・生産管理・品質管理・在庫流通管理・機器や社会システムへのICT活用の推進

情報開示の項目や算定手法の検討

環境金融担当者への教育プログラム

キャップ・アンド・トレード方式による国内排出量取引制度

カーボン・オフセット・低炭素製品購入のクレジット化＇国内の資金がまわる仕組み（

◆炭素制約の価値化

環境負荷低減に関わる設備投資支援＇法人税優遇、弾力的な減価償却設定、利子補給・リース料助成等（の実施

制度設計・技術選定

中小企業向けの環境経営システムの海外相互認証

技術経営・知財戦略の専門家育成、技術流出対策のための人材維持・技術維持の施策、海外進出のための金融支援

16

施策ロードマップ（２／２）
ものづくりＷＧ



住宅・建築物ＷＧ
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① 住宅・建築物分野では各種施策がとられてきたが、自主的な取組が多く、省エネ住宅／建築の
普及率は高くない。この分野のエネルギー消費は京都議定書採択以降も増加してきた。

② 住宅・建築物のゼロエミッション化には、高効率の設備・機器の普及が必須。しかし、新しい省
エネ・創エネ機器は、高コストのものが多く、費用対効果の面で大幅普及が困難な状況にある。

③ 長期的には、2050年まで使用される新築住宅対策の徹底、中期的には、新築住宅対策だけで
は不十分であり、大きなCO2削減ポテンシャルを有する既存建築物対策が重要。

① 建物や設備・機器の省エネ化、創エネルギー手法等を組み合わせた統合的対策によるゼロエ
ミ住宅、ゼロエミ建築の普及

② 自治体等と連携した横断的、総合的取組による住宅群、建築物群の省エネの推進

③ 環境基本性能等の「見える化」やエネルギー消費実態の開示等による、市民の省エネ意識の
喚起

①中期 新築：2020年に、次世代省エネ基準又は義務化基準＇含む推奨基準（の100%達成を目指
す。

既存：既存改修・機器更新で既存建築の省エネ効率向上を図る。
②長期 すべての住宅・建築物を、ゼロエミ住宅・ゼロエミ建築にする。

◇現状と課題

◇長期目標達成に向けてのキーコンセプト

◇長期・中期のための主要な対策の導入目標

※ゼロエミ住宅：単独で年間CO2ゼロエミッションとなる住宅
※ゼロエミ建築：単独もしくは複数の建物群で年間CO2ゼロエミッションとなる建築物

現状と課題/キーコンセプト/目標
住宅・建築物ＷＧ
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0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

S58年 S63年 H5年 H10年 H15年 H20年

H16～H20/9

H13～H15

H8～H12

H3～H7

S56～H2

S36～S55

S35以前

＇万戸（

建築時期

築30年以上の住宅が
1500万戸＇30%超（存在

2050年に存在する
可能性の高い住宅

次世代基準の採用率は
低く、長期的に断熱改修が必要

建築時期別住宅ストック戸数の推移

(1) 住宅の平均寿命は30年であるが、30年超の寿命の住宅も多く残る
① 築30年超の住宅はストックの約30%超
② 2020年までに建築された住宅が2050年に30%以上存在する見込み
③ 今後特に、住宅の長寿命化に伴い増加傾向が想定される

(2) 2050年の住宅ゼロエミッション化＇ストック平均（に向けて、既存住宅対策も含めて
総合的に取組を行っていく必要性があり、ハードルは高い

＇出典（総務省統計局：平成20年住宅・土地統計調査

長期目標に向けての課題
住宅・建築物ＷＧ
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平成16年以降の改修工事の状況

799

87

425

242

333

48

43

260

0 200 400 600 800 1,000

総数

増築・間取変更

水周り工事

壁・床等の内装工事

屋根・外壁等の外装工事

基礎等の補強工事

窓・壁等の断熱工事

その他の工事

改修工事件数＇複数回答：万件（

平成16年以降の改修工事の実施率

5.3%

0.6%

2.8%

1.6%

2.2%

0.3%

0.3%

1.7%

0.0% 1.0% 2.0% 3.0% 4.0% 5.0% 6.0%

総数

増築・間取変更

水周り工事

壁・床等の内装工事

屋根・外壁等の外装工事

基礎等の補強工事

窓・壁等の断熱工事

その他の工事

改修工事割合＇総数に対する比率：年率換算値（

住宅エコポイント事業
の実施状況

＇～2010年10月末（

【H16以降＇5年間（の改修工事の実態】 H20住宅土地統計調査

※一括申請した場合、1件の申請で複数の住戸の申請が可能

(1) 断熱工事の実施件数はH16以降で43万件
① 年当たりでは約8万件
② 住宅全体に対する実施率では約0.3%/年

(2) 住宅エコポイントの状況＇～2010年10月末（
① 外壁、屋根・天井、床の断熱改修の申請は尐ない
② 多くは窓の断熱改修

平成22年10月単月 累計

戸数 発行件数
※

該当率 戸数 発行件数
※

該当率

エコポイントの発行 46,991 40,395 100.00% 231,856 214,404 100.00%

新築 24,582 18,481 45.75% 83,482 67,748 32.65%

リフォーム 22,409 21,914 54.25% 148,374 146,656 67.35%

窓の断熱改修 21,542 53.33% 144,423 67.36%

外壁、屋根・天井又は床の断熱改修 1,592 3.94% 7,989 3.73%

バリアフリー改修 5,500 13.62% 32,011 14.93%

20

断熱改修の現状
住宅・建築物ＷＧ



住宅区分 戸建 集合＇分譲（ 集合＇賃貸（

ハ
ー
ド

新築住宅

既存住宅

家電等

ソ
フ
ト

住まい方
ライフスタイル

(1)新築住宅向け
施策パッケージ

(2)既存住宅向け
施策パッケージ

(4)家電等トップランナー
施策パッケージ

(5)住まい方・ライフスタイル
施策パッケージ

(3)賃貸住宅向け施策パッケージ

・総合的省エネ基準の設定
／義務化

・ラベリング制度の拡充 等

・省エネ改修の促進

・省エネ機器の導入
等

・継続的な省エネ性能の向上
・省エネ性の高い機器がより

多く販売される仕組み

・エネルギー消費の見える化
・身近にできる生活の工夫を推進する

仕組み

・賃貸住宅の環境基本性能向上
・エコ賃貸住宅への入居促進

① 区分ごとに施策をパッケージ化

② 各区分の特性に応じ、実効性の高い施策を推進することが必要

施策パッケージの構成（住宅分野）

21
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(3)新築・既存別施策パッケージ
・新築建築物

－新築時の省エネ性能向上推進
・既存建築物

－改修・設備更新時に省エネ性
能の高いものに積極的に転換

建築物区分 大規模 中小規模

新築
建築物

自社

テナント

公共

既存
建築物

自社

テナント

公共

(1)大規模建築物を対象とした
施策パッケージ

・省エネ基準の改定／義務化
・省エネ建築物の普及 等

(2)中小規模建築物を対象とした
施策パッケージ

・コスト面での課題の克服

事
務
所
（ビ
ル
）

商
業
施
設

学
校

宿
泊
施
設

病
院

娯
楽
場
等

事
務
所
（ビ
ル
）

商
業
施
設

学
校

宿
泊
施
設

病
院

娯
楽
場
等

(4)事業者別施策
パッケージ

・排出量取引制度
・算定・報告・公表

制度
・オフセット・クレジット

制度 等

① 区分ごとに施策をパッケージ化

② 各区分の特性に応じ、実効性の高い施策を推進することが必要

施策パッケージの構成（建築物分野）
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対策・施策＇住宅（

＇普及台数（

＇設置世帯数（

省エネ住宅

エアコン

高効率給湯器

2020 2050

10%

2005

0%

100

70万台

太陽光発電

＇新築に占める割合（

義務化基準相当

推奨基準相当

＇ストック平均効率（

※1 電気HP給湯器、潜熱回収型給湯器、燃料電池コジェネの合計。世帯当たり給湯量の差を考慮に入れた場合。
※2 自然循環型太陽熱温水器(集熱面積3m2（として換算した場合。

ゼロエミッション
住宅

＇ストック平均（

総合的な環境基本性能基準の設定・義務化
省エネ住宅・ゼロエミ住宅に対する経済的支援＇新築・改築（
中小工務店の技術力向上支援
 CO2削減実績の見える化と開示
 ライフスタイルの低炭素化の推進支援

現
状
・対
策
・目
標

主な施策

＜導入すべき対策＞＇一部を抜粋（ ＜将来の姿＞＜現状の姿＞

167＇冷（・156＇暖（

2,200～3,000万台※1

650～1,000万戸

＇普及台数（太陽熱温水器 350万台 450～1,000万台※2

30万戸

計 100%
＇うち推奨基準20～30%（

23

住宅・建築物ＷＧ

2050年 住宅のゼロエミッション化（ストック平均）に向けた対策・施策




